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本手引書は、国内の食品製造業をはじめ、食料・農林水産業にかかわる事業者における経営層や
環境対策・リスク管理を担当する実務者を想定しています。

 気候変動の主要開示フレームである気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）は
上述した「リスク・機会の把握」から「開示」までをステップ化しており、本書はそち
らと連動する形で整理しています

 このことにより、大企業はTCFD対応との両立が可能であり、中小企業は大企業の検討
プロセスを踏まえたうえでの気候変動対応が可能になります

 本書においては、TCFDで難しいとされるシナリオ分析の進め方について、補足的に解
説しています

気候変動の主要開示
フレームである
TCFDに沿って作成

 企業は「リスク・機会の把握」ののちに、「対応策の検討」と「関係者への開示」を
する必要があります

• リスク機会の把握には、『食料・農林水産業の気候関連リスク・機会に関する
情報開示入門』（農林水産省 令和3年6月）を参照してください

• 今年度は実践編として、気候変動関連の対応策の検討と、情報開示について、食
料・農林水産業特有、かつ、多くの企業が躓くポイントを中心に解説しています

本手引書の
スコープ

（過年度手引書を
踏まえて）

 サプライチェーンが複雑かつ中小企業の割合が高い食料・農林水産業の脱炭素化には、
大企業・中小企業間の連携が必須です。そのため、それぞれの視点で実施すべき気候変
動対策の推進方法を解説しています

 加えて、大企業のみならず、中小企業の開示の方向性についても記載しています

大企業・中小企業
に分けて実施すべき
気候変動対策の
推進方法を解説

本手引書のねらい・位置づけ
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気候変動対応の必要性①

気候関連リスクは食料のサプライチェーン広範に影響を及ぼす可能性があり、
事前の対策が必要です

国内外での気温上昇や異常気象

食品関連産業
生産資材製造 一次生産・加工 商社・流通 食品製造 小売

投資家・金融機関

農水産物の
収量低下・
品質悪化

例：気温上昇や異常気象による、原材料となる農水産物の収量低下のリスク

原材料調達先の
変更・追加

原材料不足
あるいは調達
コストの増加

商品の値上・
売上の低下売上の低下

耐高温種子の開
発 等

生産品種の切替
スマート農業の
導入 等

被災時の流通計
画の立案

気候変動に頑健
な産地の選定等

調達先の複線化
省エネ機器の導
入 等

環境配慮型商品
の拡充

 CFPの表示 等

各企業における気候関連リスクの対応
に関する情報開示を踏まえ、必要な投
資を拡大し、脆弱な場合は投資計画を
見直す
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気候変動対応の必要性②

気候変動が食品事業に及ぼす影響は重大であることから、投資家・金融機関は事業者に
対して、気候関連のリスクと機会に関する情報開示を求めています

国内外での気温上昇や異常気象

食品関連産業
生産資材製造 一次生産・加工 商社・流通 食品製造 小売

投資家・金融機関

農水産物の
収量低下・
品質悪化

原材料調達先の
変更・追加

原材料不足
あるいは調達
コストの増加

商品の値上・
売上の低下売上の低下

耐高温種子の開
発 等

生産品種の切替
スマート農業の
導入 等

被災時の流通計
画の立案

気候変動に頑健
な産地の選定等

調達先の複線化
省エネ機器の導
入 等

環境配慮型商品
の拡充

 CFPの表示 等

各企業における気候関連リスクの対応
に関する情報開示を踏まえ、必要な投
資を拡大し、脆弱な場合は投資計画を
見直す

投資家・金融機関は、特に気候変動による物理的リスクが、食品事業の経営に及ぼす影響は重大と考えています
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気候変動対応の必要性 ‒ 開示の位置づけ

大企業が投資家に向けて気候変動対応の開示を求められる中、中小企業もサプライヤー
として、取引先大企業への気候関連情報開示が求められつつあります

リスク・機会を把握する

中小企業大企業

シナリオを読み解く

対応策を考える

投資家向けに
開示する

サプライヤーとして
大企業向けに開示する

TCFDシナリオ分析
フレームを活用
※次頁に記載

食品事業者の開示項目

中小企業からの情報を得ながら、
TCFDフレームもとに情報把握・開示。
併せて、①食品事業者の開示項目にも対応

1

2

以下の①②両方に対応する形で情報把握・開示。
①食品事業者の開示項目
②自社のリスク機会から見た、対応の方向性
1
21

自社のリスク機会から見
た、対応の方向性
（サプライチェーン上の
取引先要請も含む）
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本手引書の章構成 - TCFDにおけるシナリオ分析の考え方との関係性

本書は食料・農林水産業の気候変動対応及び開示の促進を目的に、TCFDにおける
シナリオ分析の考え方と紐づけて構成しています

STEP①
ガバナンス整備

STEP②
リスク重要度評価

STEP③
シナリオ群の定義

STEP④
事業インパクト評価

STEP⑤
対応策の定義

STEP⑥
文書化と情報開示

リスク・機会を把握する

シナリオを読み解く

対応策を考える

投資家向けに開示する サプライヤーとして
大企業向けに開示する

中小企業大企業

3章

2章

1章本
書

–
実
践
編

入
門
編
※

大企業・中小企業の気候変動対応の流れ
TCFDシナリオ分析の

6STEP
本書の
該当箇所

※『食料・農林水産業の気候関連リスク・機会に関する情報開示入門』（農林水産省 2021年6月）
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気候変動対応のステップに応じた参考資料① ※入門編、実践編（本編）にて紹介している資料を掲載しています

該当
ステップ 資料 発行機関 文献名 リンク 大企業 中小企業

農林水産省
【本書】

食料・農林水産業の気候関連リスク・機会
に関する情報開示（実践編）

― ✓ ✓

TCFD
（気候関連財務
情報開示タスク
フォース）

TCFD Guidance on Metrics, Targets, and 
Transition Plans アクセス ✓ ✓

サステナビリティ
日本フォーラム

気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）最終報告書（日本語訳） アクセス ✓

TCFD
コンソーシアム

気候関連財務情報開示に関するガイダンス
2.0 アクセス ✓

環境省
TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～
気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ

分析実践ガイド Ver.3.0
アクセス ✓

環境省 中小規模事業者のための
脱炭素経営ハンドブック アクセス ✓

気候変動
対応全体

論点 #2

※今年度版
発行予定
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気候変動対応のステップに応じた参考資料② ※入門編、実践編（本編）にて紹介している資料を掲載しています

該当
ステップ 資料 発行機関 文献名 リンク 大企業 中小企業

農林水産省
食料・農林水産業の

気候関連リスク・機会に関する
情報開示入門

アクセス ✓ ✓

✓

農林水産省
フードサプライチェーンにおける脱炭素化
技術・可視化（見える化）に関する

紹介資料
アクセス ✓ ✓

農林水産省 「みどりの食料システム戦略」
技術カタログ アクセス ✓ ✓

環境省 民間企業の気候変動適応ガイド、
参考資料編 アクセス ✓ ✓

SASB
（サステナブル会計基

準審議会）
Agricultural Products Sustainability 

Accounting Standard アクセス ✓ ✓

ISSB
（国際サステナビリ
ティ基準審議会）

Climate-related Disclosures Prototype アクセス ✓ ✓

WBCSD
（持続可能な開発のた
めの世界経済人会議）

Food, Agriculture and Forest Products 
TCFD Preparer Forum アクセス ✓ ✓

リスク・
機会を把握
する

対応策を考
える

開示する

シナリオを
読み解く P30-33に各種資料の情報掲載

論点 #2

※今年度版
発行予定

※更新版
発行予定
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農林水産省が掲げる気候関連計画（2021年）①

農林水産省では、気候変動対策の重要性等を踏まえ、「みどりの食料システム戦略」を
掲げ、環境負荷軽減のイノベーションを推進しています

みどりの食料システム戦略（令和 3 年 5 月 12 日策定）
日本の持続可能な食料システムを構築することが急務となっているなか、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立を
イノベーションで実現する「みどりの食料システム戦略」を策定

【本体】
1. はじめに
2. 本戦略の背景
3. 本戦略の目指す姿と取組方向
4. 具体的な取組
5. 工程表等

【参考資料】
1. 本戦略の背景
1. 食料・農林水産業が直面
する課題と取組の現状

2. SDGsと環境をめぐる課題
と海外の動き

2. 本戦略の目指す姿と取組方向
3. 具体的な取組

目指す姿と取組方向 具体的な取組

論点 #1

出所：農林水産省HP「みどりの食料システムトップページ」



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料 12

農林水産省が掲げる気候関連計画（2021年）②

農林水産省では、「農林水産省地球温暖化対策計画」を掲げ、GHG排出量の削減に
向けた対策・施策を具体化しています

※各数値の後の（カッコ書き）は改定前の地球温暖化対策計画における数値。
資料：「地球温暖化対策計画」(令和3年10 月22日閣議決定）を基に農林水産省作成。

農林水産省地球温暖化対策計画（令和 3 年 10 月 27 日改定）
今回の改定では、2030年度排出削減量を46%とする政府の中間目標のうち、3.5%を農林水産分野で担う新たな目標を設定。削減の
アプローチは、「排出削減対策（施設園芸・農業機械の省エネ化等）」と「吸収源対策（森林吸収、農地土壌吸収」に分かれる。
また、本目標値の達成に必要な施策や必要事項、分野ごとの「みどりの食料システム戦略と連動した工程表」などが提示された

はじめに
1. 農林水産省分野の地球温暖化対策
の基本的な考え方

2. 目標達成のための対策・施策
3. 農林水産分野の地球温暖化対策を
総合的かつ計画的に推進するため
の必要な事項

4. 進捗管理
別表 工程表

農林水産分野での2030年度削減目標値 工程表：農業分野（一部抜粋）
目次

論点 #1

出所：農林水産省HP「農林水産省地球温暖化対策計画」
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農林水産省が掲げる気候関連計画（2021年）③

農林水産省では、同時に「農林水産省気候変動適応計画」を策定し、適応に関する
技術・品種開発・普及等を推進しています

農林水産省気候変動適応計画（令和 3年 10 月 27 日改定）
農産物や水産物などの高温による生育障害や品質低下、観測記録を塗り替える高温、豪雨、大雪による大きな災害が、我が国の農
林水産業・農山漁村の生産や生活の基盤を揺るがしかねない状況となっているなか、「みどりの食料システム戦略（令和3年5月）
に掲げられた気候変動に適応する生産安定技術・品種の開発・普及等を推進するために改定。

【総論】
1. 基本的な考え方
2. 日本における気候変動
予測の概要

【分野・品目別対策】
1. 農業
2. 森林・林業
3. 水産資源・漁業・漁港等
4. 分野共通項目
【工程表】

農林水産省気候変動適応計画の策定及び推進 農林水産省気候変動適応計画【農業生産総論】
目次

論点 #1

出所：農林水産省HP「農林水産省気候変動適応計画」）
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1章
食品・農林水産業における気候変動の
シナリオを読み解く

14
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シナリオ別世界観

事業インパクト評価
のために

各シナリオ（1.5℃、4℃）によって将来（2050年）の世界観がどのように変わり、
どのような気候変動対応が自社に求められることになるかがわからない

自社リスクの事業インパクトをどのよ
うに算定するか、どのようなツールを
活用すればよいかがわからない

P16 -

P23 -

中小企業の対応課題大企業の対応課題

中小企業大企業

シナリオを読み解く

本章では、気候変動に関する将来の「シナリオを読み解く」をテーマに、気候変動に関する世界観の把握、
リスクと機会のインパクト評価を行う際に有用な情報を掲載しています
 大企業：TCFDシナリオ分析における「気候変動の事業活動への影響」を評価する取組の推進が可能となります
 中小企業：上述した大企業のTCFDの考え方を理解することで気候変動に対応しやすくなります

本章の
概要

事例 • アサヒグループホールディングス株式会社 (P87)
• 不二製油グループ本社株式会社 (P88)

• 日清食品グループホールディングス株式会社(P89-90)
• Mondi Group (P93)

構成

Appendixにて、以下企業の「シナリオ別世界観」や「事業インパクト評価結果」に関するTCFD開示事例を
示しています

1章
「食品・農林水産業における気候変動の
シナリオを読み解く」の概要
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シナリオ別世界観
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シナリオ別世界観 ‒ 1.5℃シナリオ、4℃シナリオの傾向

産業革命時の平均気温を起点とした温度帯シナリオによると、1.5℃では省エネ等のサス
テナビリティ重視、4℃では自然災害等のレジリエンス重視の対応が企業に求められます

4℃シナリオ
SSP3-7.9：+2.8～4.6℃（約 3.6℃）：地域対立的な発展の下で気候政策を
導入しない中～高位参照シナリオ。エーロゾル等CO2 以外の排出が多い。
（SSP2-4.5：+2.1～3.5℃（約 2.7℃）：中道的な発展下で気候政策を導入。2030 年
までの各国の「自国決定貢献」を集計した排出量の上限にほぼ位置。）

気候変動によって物理的リスク大
• 異常気象の発生割合・深刻度の増加
• 農家における気候変動への適応や異常気象への
対策の遅れ・失敗

• 作物のレジリエンス向上につながるソリューションへの
需要や機会の拡大

• 平均気温の上昇と、特定の地域における水ストレスを起因
とする、降水パターンの変化

• 海面上昇
• 平均気温や降水パターンにみられる長期的な気候の変化
• 気象パターンの長期的な変化が種苗生産や各国における
種苗の供給要件への適合に影響

• 気温上昇や降水パターンの変動に対して、農家の適応や
レジリエンス強化への遅れ・失敗

1.5℃シナリオ（＝カーボンニュートラル）
SSP1-1.9：+1.0～1.8℃（1.4℃）
持続可能な発展の下で、工業化前を基準とする 21 世紀末までの昇温（中央
値）を概ね約 1.5℃以下に抑える気候政策を導入。21 世紀半ばに CO2排出
正味ゼロの見込み。

各国の気候変動対応によって移行リスク大
• 炭素価格の上昇
• 製品レベルでの環境情報表示の必須要件化
• 農地の開発規制に伴う原料費の上昇
• 農業生産に関わる補助金や規制の変更
• 低炭素な新しい生産技術の開発
• 技術進歩による生産性の向上
• 低炭素化を促す製品の開発
• 炭素を削減・隔離あるいは化石燃料の代替となる、
新しい低炭素製品の開発

• 消費者選好の変化
• 気候変動の対応に対する株主の関心の増加
• 食料生産に対する認識の多様化
（食料安全保障、環境・地域への影響）

• コミュニティのレジリエンスを無視した操業に対する
レピュテーションリスク

企業に求められる
将来への対応
企業に求められる
将来への対応

自然災害に対する
レジリエンス重視
自然災害に対する
レジリエンス重視

脱炭素経済への移行に
対するサステナビリティ重視
脱炭素経済への移行に

対するサステナビリティ重視

急
性

慢
性

政
策
・

法
制
度

技
術
進
歩

市
場

変
化

風
評

：機会になり得る：機会になり得る

出所：AR6 WGⅠ 図SPM.29（IPCC）
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シナリオ別世界観 -「食料・農林水産業の気候関連リスク・機会に関する情報開示入門」との関係

昨年度発行の入門編では「食品事業における気候関連リスクと機会」を掲載しました。
次頁から、主要なリスクと機会をシナリオ別に図解しています

これから示す4種類の世界観を説明
食品製造企業・工場

食品販売店

物流施設

園芸施設

畜産施設

日本政府

水田

畑

発行：
農林水産省
大臣官房環境政策室
発表年月：
2021年6月

1. はじめに

2. 食品事業における気候関連財務情報の開示
（TCFDとは）

3. 気候変動が及ぼす食品事業へのリスクと機会
・気候関連リスク・機会の例示について
・食品事業における気候関連リスクと機会

4. 今後に向けて
（次号者に求められるアクション）

P19-22にて、昨年度掲載の産業別リスク・機会を抜粋し、
2050年断面でシナリオ別にまとめた「食品産業の世界観」
イメージ図を掲載しています

XXXXXXXXX
XXXXXXX

XXXXXXXXX
XXXXXXX

XXXXXXXXX
XXXXXXX

4℃1.5℃1.5℃リスクリスク 機会
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脱炭素社会の実現に
向けた施策の推進
(世界的に進展)

食品製造企業・工場

FSC 3R 、再生材・バイオマス、FSC 
認証等、持続可能な容器
包装への移行が求められる

食品販売店

物流施設

園芸施設

畜産施設

日本政府

水田

畑

低炭素エネルギー
へのインセンティブ
や助成金が増加

環境関連情報の計測・
表示が要件化され、
対応コストが発生自然冷媒を用いた

設備・機器等、新技術
への投資が増加

気温上昇による
コメの品質低下
（4℃より影響小）

消費者による畜産物
需要の変化

農地や養殖地等での省エネ・
再エネ設備の導入や石油
由来肥料の削減が求められる

製造過程における食品
ロスの削減が求められる

開発途上国における森林
伐採への規制等に伴う農
産物価格の上昇

炭素排出に関する規制に
よる調達コスト(養殖資材
等)の上昇

冷媒として使用される代替フ
ロンの規制強化等に伴い、
対応コスト発生

1.5℃シナリオでは、脱炭素社会の実現に向け、脱炭素化に伴う移行リスクが顕在化し、
サプライチェーン全体で省エネ・再エネ等の対応コストが生じる

食品業界の1.5℃シナリオ世界観（1/4）

19

4℃1.5℃1.5℃リスクリスク 機会
論点 #3

※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社作成（2022年）
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4℃1.5℃1.5℃リスク 機会機会

食品製造企業・工場

食品販売店

物流施設

園芸施設

畜産施設

日本政府

畑

低炭素商品も含めた
エシカル商品への需要増加

水田

家畜のメタン排出を低減
する飼料及び給餌活動
が進む

食品ロス削減等を目的にAI 
需給予測システムや持続
可能な容器包装等が普及

脱炭素社会の実現に
向けた施策の推進
(世界的に進展) 低炭素エネルギー

へのインセンティブ
や助成金が増加

農家の適応やレジリエンス
向上を支援する新しい
製品・サービスの需要増加

炭素・水使用量の低減を
目的とした養分吸収効果が
高い品種の開発が進む

運搬時の品質維持技術の開発に
よって、従来より高い温度で保管可能
なため、エネルギー削減につながる

炭素排出の少ないたんぱく源
として食用魚の需要の拡大の
能性

食品業界の1.5℃シナリオ世界観（2/4）

1.5℃シナリオでは、脱炭素化に伴う移行リスクが顕在化するため、
それらリスクへのソリューションとなる脱炭素技術・製品の開発・導入が機会となる

20

論点 #3

※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社作成（2022年）
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4℃4℃1.5℃リスクリスク 機会

食品製造企業・工場

食品販売店

物流施設

園芸施設

畜産施設

日本政府

水田

異常気象により、季
節性商品の需要予
測が困難に

畑

台風による高潮偏差・波高の
増大や海面上昇の発生により、
河川の取水施設、港湾・物流
施設等の機能低下

農場・圃場での異常気象に
よる被害が工場の操業やサ
プライチェーンにも影響

気温上昇によるコメ
の品質低下や水不
足による不作

夏季暑熱ストレスによる家畜・家禽
への影響（肉質・乳量・乳成分・採
卵数低下等）や動物感染症の発
生地域拡大の可能性

災害へのレジリエンス
強化を目的とした
新規サプライヤーとの
契約コスト増加

世界的な異常気象増加・
生産地域変化への対策として、
国内の生産力強化、輸入先の
変更・分散等が必要

異常気象の激甚化による
災害被害が拡大

気温上昇・干ばつ・異常
気象増加等により、
作物・魚介等の生産量が
変動し、価格に影響

大雨増加による農地からの排水
停滞・土壌浸食・地すべりや水
田の過剰湛水等の発生

食品業界の4℃シナリオ世界観（3/4）

4℃シナリオでは、異常気象の激甚化や気温上昇等の物理的リスクが
顕在化し、サプライチェーン全体に影響を及ぼす

UP

21

論点 #3

脱炭素社会の実現に
向けた施策の推進

（世界的な進展が困難）

※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社作成（2022年）
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食品製造企業・工場

食品販売店

物流施設

園芸施設

畜産施設

日本政府

水田

異常気象の激甚化による
災害被害を防止するため
の対策・体制を整備

畑

気温上昇による熱中症や
感染症予防等に役立つ製品
や飲料の需要増加の可能性

水田の貯留機能により流
域の洪水被害を緩和

サプライチェーンのレジリエンス
向上を支援する新しい
製品・サービスの需要増加

高温に強い生産技術・
品種開発が進む

高水温による一部魚介類の
秋冬季の成長促進が期待

葉菜類では、気温上昇による
生育早期化や栽培成立地域
の北上、 CO 2 濃度上昇によ
る重量増加の可能性

気温上昇により、
ハウスの保温等に必要な
エネルギー減少

災害にレジリエントな
施設・器具の開発が進む

気温上昇によるアイスクリーム等の
需要増加の可能性

食品業界の4℃シナリオ世界観（4/4）

4℃シナリオでは、異常気象の激甚化や気温上昇等の物理的リスクが顕在化するため、
それらリスクへのソリューションとなる技術・製品の開発・導入が機会となる

UP

22

脱炭素社会の実現に
向けた施策の推進

（世界的な進展が困難）

4℃4℃1.5℃リスク 機会機会
論点 #3

※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社作成（2022年）
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事業インパクト評価のために

23
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食品事業における主要リスクのインパクト評価方法やパラメータ：使い方

食品事業における主要リスクについて、算定方法や算定時に活用可能なパラメータを
ご紹介します。自社のリスクインパクト評価をする際にご活用ください

①インパクト評価方法（例） ②主要リスクのパラメータ一覧（例）

算定方法（例）掲載のリスク項目 掲載頁
炭素税導入によるコスト増加 P25

エネルギー価格上昇によるコスト増加 P26
洪水被害の発生による被害額増加 P27
干ばつ被害の発生による被害額増加 P28
平均気温の上昇による人件費増加 P29

※「平均気温の上昇等による作物調達コストの変動」も重要な
リスクだが、地域・作物ごとに傾向が異なるため、P32-33上
の「物理的リスクのインパクト評価向けツール一覧」を用い推
進することが有用です

③物理的リスクの
インパクト評価向けツール一覧

世界観を把握し、
リスクを特定

①を参照し、
評価方法を理解

②③を参照し、必要
なパラメータを収集

インパクトを
算定する

対応策を考え、
開示する

リスク・機会を
把握する

シナリオを考える

以下のステップで、①~③の情報を用いながらリスクインパクトを算定する

日本企業が簡易的なインパクト算定を行えるよう、国際機関・
研究機関等の公開情報ベースで主要リスクに関するパラメータ
を一覧化しています。各パラメータの詳細を確認するには、出
所情報リンクからアクセスください
 時間軸：2030年、2050年
 対象地域：日本、グローバル

食品事業にとって特に重大な、「物理的リスク」のインパクト
評価を行うときに有用なパラメータが掲載されているツールを
一覧化しています

※移行リスクのツール一覧は「シナリオ分析実践ガイド」（環
境省）に掲載されています

使い方
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【主要リスクのインパクト評価方法（例）】：炭素税導入によるコスト増加

炭素税導入によるインパクトの算定には、2030年、2050年の想定GHG排出量に炭素税を
掛け合わせます

GHG排出量
（2030年、2050年）

炭素税
（2030年、2050年）

GHG排出量

自社（x,y単位：tCO2）
Scope 1 Scope2 Scope1&2

現在 x y x+y

2030
1.5℃

xの将来の推計値 yの将来の推計値 （x+y）の将来の推計値
4℃

2050
1.5℃
4℃

①計算ロジック

②各種計算方法
炭素税

炭素税影響額

使用項目 取得元
GHG排出量値
(Scope１&2) 自社データ

事業成長率 自社データ
電力排出係数
変化率

外部パラメータ
※年別値から算出

炭素税 外部パラメータ

使用数値の取得方法
 スコープ（国内外、Scope1,2等）や2030、2050年の事業成長率（現在比）は、自社内で協議・
決定する

 炭素税の値と電力排出係数変化率は外部パラメータを用いる

試算の前提

 炭素税：P31「食品事業における移行リスクの
パラメータ一覧（例示）」の炭素税欄を参照
ください

 電力排出係数変化率：P31 「食品事業における移行リスク
のパラメータ一覧（例示）」の系統電力の排出係数欄を
参照ください
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【主要リスクのインパクト評価方法（例）】：エネルギー価格上昇によるコスト増加

エネルギー価格上昇によるインパクトの算定には、電力・燃料使用量に価格上昇分を
掛け合わせます

電力・燃料使用量

①計算ロジック

②各種計算方法
電力・燃料価格上昇率

使用項目 取得元
電力使用量 自社データ

燃料使用量 自社データ
電力価格
上昇分

外部パラメータ
※電力価格から算出

燃料価格
上昇分

外部パラメータ
※燃料価格から算出

使用数値の取得方法
 スコープ（国内外、Scope1,2等）や2030、2050年の事業成長率（現在比）は、自社内で協議・
決定する

 電力価格と燃料価格は外部パラメータを用いる

試算の前提

電力・燃料使用量
（2030年、2050年）

電力・燃料の
価格上昇分

（2030年、2050年と
現在比）

再エネ普及による
電力価格の上昇

自社（x単位：MWh, Y単位：Barrel）
電力使用量 燃料使用量

現在 x y

2030
1.5℃

xの将来の推計値 yの将来の推計値
4℃

2050
1.5℃
4℃

 電力価格：P34 『シナリオ分析実践ガイド』上の
数値等を参照ください

 燃料価格：P31 「食品事業における移行リスクの
パラメータ一覧（例示）」の原油価格、天然ガス
価格、石炭価格欄を参照ください
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【主要リスクのインパクト評価方法（例）】：洪水被害の発生による被害額増加

異常気象の激甚化による洪水被害のインパクト算定には、XX

各拠点での想定被害額

①計算ロジック

②各種計算方法
洪水発生頻度増加率

使用項目 取得元
想定被害額 自社データ

浸水レベルご
との自社拠点

数

自社データ
※「重ねるハザードマッ
プ」用いて算出

洪水発生頻度
増加率

外部パラメータ
※発生頻度から算出

洪水発生確率 自社で仮説を設定

使用数値の取得方法

 XX

試算の前提

各拠点での
想定被害総額

洪水発生頻度
増加率

洪水発生頻度増加
による

被害額の上昇
洪水発生確率

洪水発生確率

洪水発生頻度 増加率
現在 1倍 －

2040※1
2℃※2 約4倍 約3倍

4℃ 約2倍 約1倍

浸水
レベ
ル

浸水深 想定被害額
（円／拠点） 自社の該当拠点数

A 区域外、リスク0
B 0~1.0m未満、リスク小
C 1.0~2.0m未満、リスク中
D 2.0~5.0m未満、リスク大
E 5.0m以上、リスク特大

自社拠点の
浸水レベルは、
「重ねるハザード
マップ」を用いて

特定

出所：気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会「気候変動を踏まえた治水計画の在り方 検討」、内閣府「降水害による被害額の想
定に関する説明資料」、 WRI AQUEDUCT、重ねるハザードマップ（gsi.go.jp）

発生確率は地域によって異なるため、統一的なパラメータの使用
は不可だが、以下の方法での仮説設定が可能
 自社の被害実績より、何年に1回程度発生しているかを算出
 自社拠点付近の治水安全度評価結果を参照

算出方法は以下

過去の被害実績/日×事業中断期間
※被害実績と事業中断期間は、浸水レベルごとにあればその
値を使用、なければ傾斜等をかける形で推計

洪水被害の発生による被害額増加インパクト
算定方法（例）を提示予定
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【主要リスクのインパクト評価方法（例）】：干ばつ被害の発生による被害額増加

異常気象の激甚化による干ばつ被害のインパクト算定には、XX

各拠点での想定被害額

①計算ロジック

②各種計算方法
洪水発生頻度増加率

使用項目 取得元

使用数値の取得方法

 XX

試算の前提

洪水発生確率

洪水発生頻度 増加率
現在 1倍 －

2040※1
2℃※2 約4倍 約3倍

4℃ 約2倍 約1倍

浸水
レベ
ル

浸水深 想定被害額
（円／拠点） 自社の該当拠点数

A 区域外、リスク0
B 0~1.0m未満、リスク小
C 1.0~2.0m未満、リスク中
D 2.0~5.0m未満、リスク大
E 5.0m以上、リスク特大

自社拠点の
浸水レベルは、
「重ねるハザード
マップ」を用いて

特定

出所：気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会「気候変動を踏まえた治水計画の在り方 検討」、内閣府「降水害による被害額の想
定に関する説明資料」、 WRI AQUEDUCT、重ねるハザードマップ（gsi.go.jp）

発生確率は地域によって異なるため、統一的なパラメータの使用
は不可だが、以下の方法での仮説設定が可能
 自社の被害実績より、何年に1回程度発生しているかを算出
 自社拠点付近の治水安全度評価結果を参照

算出方法は以下

過去の被害実績/日×事業中断期間
※被害実績と事業中断期間は、浸水レベルごとにあればその
値を使用、なければ傾斜等をかける形で推計

水ストレス「極大」の拠点
増加率

（2030、2050年の現在比）
干ばつ時の
コスト上昇実績

渇水による被害額
の上昇

水ストレス＝干ばつ？干ばつ被害の発生による被害額増加インパクト
の算定方法（例）を提示予定
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【主要リスクのインパクト評価方法（例）】：平均気温の上昇による人件費増加

異常気象の激甚化による干ばつ被害のインパクト算定には、XX

①計算ロジック

②各種計算方法

使用項目 取得元

使用数値の取得方法

 XX

試算の前提

平均気温の上昇による人件費増加インパクト
の算定方法（例）を提示予定
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食品事業における物理的リスクのパラメータ一覧（例）

分類1 分類2 パラメータ 基準年・
数値

2030年 2050年
出所

1.5℃ 4℃（2.6～4℃） 1.5℃ 4℃（2.6～4℃）

物
理
的
リ
ス
ク

急性

大雨発生
日数
変化倍率

（20世紀末：
1980~1999年
平均）

ー ー
【参考*1】

日降水量100mm以上
は1.2倍、200mm以上

は1.5倍

【参考*1】
日降水量100mm以上
は1.4倍、200mm以上

は2.3倍

• 環境省「気候変動影響評価報告
書 総説」（2020年）：P19

短期間強雨
発生
変化倍率

（20世紀末：
1980~1999年
平均）

ー ー
【参考*1】

1時間降水量30mm以
上は1.3倍、50mm以

上は1.6倍

【参考*1】
1時間降水量30mm以
上は1.7倍、50mm以

上は2.3倍

• 環境省「気候変動影響評価報告
書 総説」（2020年）：P20

流量
変化倍率 （20世紀末） ー ー ー 【参考*2】

1.4倍

• 気候変動を踏まえた治水計画に
係る技術検討会「気候変動を踏ま
えた治水計画の在り方 提言」
（2021年改訂）：P19

洪水発生頻
度変化倍率 （20世紀末） ー ー ー 【参考*2】

4倍

• 気候変動を踏まえた治水計画に
係る技術検討会「気候変動を踏ま
えた治水計画の在り方 提言」
（2021年改訂）：P19

慢性

気温上昇に
よる労働生
産性低下率

（1995年）
農業 - 0.40%
工業 ‒ 0.12%

農業 - 0.99%
工業 ‒ 0.39% ー ー ー • ILO “Working on a warmer 

planet” (2019)：P58

海水温
上昇度

（20世紀末：
1986~2005年平均） ー ー 【参考*3】

日本近海：1.1±0.6℃
グローバル：0.73℃

【参考*3】
日本近海：3.6±1.3℃
グローバル：2.58℃

• 環境省「気候変動影響評価報告
書 総説」（2020年）：P24－25

収量変化率
（コメ）

（20世紀末：1981
～2000年平均） 1.19倍*4 1.23倍*5 1.19倍*4 1.23倍*5 • A-PLAT 気候変動の観測・予測

データ

*1 2050年予測値がないため、21世紀末（2076～2095年平均）記載
*2 2050年予測値がないため、21世紀末（具体的年号無し）記載
*3 2050年予測値がないため、21世紀末（2081～2100年平均）記載

*4 RCP2.6 MIROCシナリオの2031-2050年相対値
*5 RCP8.5 MIROCシナリオの2031-2050年相対値

※他の収量パラメータについて
も有識者に確認予定

：グローバル
の数値：日本の数値凡例

論点 #3,4
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食品事業における移行リスクのパラメータ一覧（例）

分類1 分類2 パラメータ 基準年・
数値

2030年 2050年
出所

1.5℃ 4℃（2.6～4℃） 1.5℃ 4℃（2.6～4℃）

移
行
リ
ス
ク

政策・
法制度 炭素税 ー US$130/tCO2*1 ー US$250/tCO2*1

+
国境炭素調整

ー • IEA “World Energy Outlook” 
(2021)：P329

技術
進歩

系統電力の
排出係数

(2020年)
0.459kg-CO2/kWh 0.138kg-CO2/kWh ー -0.005g-CO2/kWh ー • IEA “World Energy Outlook” 

(2021)：P37

原油価格 （2020年）
US$42/barrel US$36/barrel US$77/barrel US$24/barrel US$88/barrel • IEA “World Energy Outlook” 

(2021)：P101

天然ガス
価格

（2020年）
US$7.9MBtu US$4.4MBtu US$8.5MBtu US$4.2MBtu US$8.9MBtu • IEA “World Energy Outlook” 

(2021)：P101

石炭価格 （2020年）
US$69/tonne US$58/tonne US$77/tonne US$50/tonne US$70/tonne • IEA “World Energy Outlook” 

(2021)：P101

*1 「先進国」数値を日本数値として掲載

論点 #3,4
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：グローバル
の数値：日本の数値凡例
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物理的リスクのインパクト評価向けツール一覧（1/x）

32

発行国・機関 文献・ツール名 URL 概要 購入方法
※有料の場合

詳細記載頁数
※記載の場合

1 ‐

2 ‐

3 ‐

4 ‐

5 ‐

6 ‐

7 ‐

国内国内 国外

物理的リスクのインパクト評価に使用可能な
ツール（国内外）を一覧化予定
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物理的リスクのインパクト評価向けツール一覧（2/x）

33

発行国・機関 文献・ツール名 URL 概要 購入方法
※有料の場合

詳細記載頁数
※記載の場合

8 ‐

9 ‐

1
0 ‐

1
1 ‐

1
2 ‐

1
3 ‐

1
4 ‐

1
5

国内 国外国外

物理的リスクのインパクト評価に使用可能な
ツール（国内外）を一覧化予定
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【資料紹介】シナリオ分析実践ガイド ‒ 事業インパクト評価に活用可能なパラメータ・ツール一覧

TCFD開示では気候関連リスク・機会による事業インパクト評価も求められているため、
シナリオ分析実践ガイドでは、活用可能なツール・パラメータを紹介しています

発行：
環境省地球温暖化対策事業室
発表年月：
2021年3月

1. はじめに
・本実践ガイドの目的
・ TCFD提言の意義・シナリオ分析の位置づ

け

2. シナリオ分析 実践のポイント
・シナリオ分析実践のポイント手引き
・シナリオ分析を始めるにあたって
・STEP2. リスク重要度の評価
・STEP3. シナリオ群の定義
・STEP4. 事業インパクト評価
・STEP5. 対応策の定義
・STEP6. 文書化と情報開示

3. セクター別シナリオ分析実践事例

Appendix
・パラメータ一覧
・物理的リスクツール
・国内・海外シナリオ分析事例 他

活用可能なツール・パラメータ一覧を記載

出所：環境省地球温暖化対策事業室「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド Ver.3.0」
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2章
気候変動リスク・機会への対応策の検討

35
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対応策実行までの
プロセス

中小企業の脱炭素化に
向けた検討体制・
先進的な取組事例

「リスク・機会の把握」や「シナリオの読み解き」を行った後に、
どのようなプロセスを踏んで対応策を実行するかがわからない

リソース不足の状況化で、どのような
ステークホルダーと協力して気候変動
対応を進めるのがよいかがわからない

P37 -

P39 -

中小企業の対応課題大企業の対応課題

中小企業大企業

対応策を考える

本章では、「気候変動への対応策を考える」をテーマに、対応策を検討する際に有用な情報を掲載しています
 大企業： TCFDシナリオ分析における「気候変動の事業活動への影響」の評価結果を踏まえた対応策検討が
可能となります

 中小企業：リソース不足の状況化でも気候変動に対応するための「他ステークホルダーとの協力体制」の構築
や対応策の検討が可能となります

本章の
概要

事例 • 株式会社セブン‐イレブン・ジャパン×日本デリカフーズ協同組合×プライムデリカ株式会社（P42）
• 株式会社リコー×サプライヤー企業（P42）

構成

本章では、以下の「大企業と中小企業が連携しながら脱炭素化を推進する」事例を示しています

食品事業向けの代表的な
緩和・適応策 多種多様な緩和・適応策が紹介されているが、そのなかで

自社に適している緩和・適応策は何かがわからない
P44 -

2章
「気候変動リスク・機会への対応策の検討」
の概要
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対応策実行までのプロセス

37
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対応策実行までのプロセス

脱炭素化に向けた対応策を実行する際には、前段階として対応策の把握・検討が
必要になります

本
書
の
対
象
範
囲

※

本
章
に

一
部
記
載

本章の「代表的な緩和策」の一覧や『民間企業のための気候変動適
応ガイド』に紹介されている適応策、その他外部文献を参照しなが
ら、多種多様な対応策を把握する

PHASE 1
対応策の
把握

実行する対応策を検討するための検討体制を構築し、
構築した体制で自社の業種や規模に合った対応策に絞り込む

選択した対応策を実行する
並行して、サプライチェーン上企業や投資家に対応策の実施状況
を共有する

PHASE 3
対応策の
実行

絞り込んだ対応策を資金・技術の観点でスクリーニングし、実行
する対応策を決定する。追加の資金調達が必要な場合、金融機関と
連携しながらグリーン・ローンの発行等を進める

PHASE 2
対応策の
検討
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中小企業の脱炭素化に向けた
検討体制・先進的な取組事例

39
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中小企業の脱炭素化に向けた検討体制

中小企業には、投資家や大企業等からの情報・技術提供を得るための
体制構築を推奨します

大企業投資家
（地方銀行）

中小企業

定期的な情報交換
（コンソーシアムでの意見交換等）

• ESG評価実施、結果に応じた
グリーンローン融資

• 自社TCFDシナリオ分析結果を
踏まえた地域情報の提供

• 食品業界のコンソーシアム等で最新
情報やCO2算定ノウハウを提供

• サプライチェーン全体で適用可能な
「見える化」技術の提供

自社の気候関連
情報開示

自社の脱炭素設備
導入計画・戦略提示

情報提供、協力者
（省エネ診断機関、農業組合、

各県技術普及室等）

• 省エネ診断実施
• 脱炭素技術の効果等に関する情報提供
• 問い合わせ内容に応じた該当機関等の紹介

省エネ診断や脱炭素技術に
ついて問い合わせ
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中小企業
（自社）で実施

サプライチェーン
の大企業が実施 地方金融機関が実施 自治体が実施

41

中小企業の脱炭素化に向けた検討体制

中小企業が、”気候変動の具体的な影響”を把握することは意志決定上重要です。しかし
人員不足の中では、ステークホルダーを巻き込んだ体制の構築がポイントとなります

＋

実
施
の
メ
リ
ッ
ト

実
施
の
課
題

 自社に体制が構築されるこ
とで、定期的に影響が把握
でき継続的な対応が可能に
なる

 自社サプライチェーンのシ
ナリオ分析はすでに要請さ
れているため、一括での
対応が可能

 サプライヤー企業にシナリ
オ分析結果に基づいた対応
策を実施してもらうことは、
大企業自らのレジリエンス
向上にもつながる

 影響把握（シナリオ分析）
を実施する人的リソースの
確保が課題

 大企業側は、サプライ
チェーンの組み換えという
選択肢があることから、
中小企業の主体的な対策が
できない可能性がある

 中小企業にシナリオ分析結
果に基づいた対応策を実施
してもらうことは、金融
機関のレジリエンス向上に
もつながる

 中小企業にシナリオ分析結
果に基づいた対応策を実施
してもらうことは、自治体
のレジリエンス向上、地域
のGDPの向上にもつながる

 地方金融機関・自治体が産業ごとのリスク・機会やインパク
ト傾向までは分析可能であるが、各企業特有の対応策を導出
は難しく、中小企業自身によるさらなる深堀が必要になる

 地方金融機関や自治体にとっても、シナリオ分析を実施する
人的リソースの確保が課題

＋

－

中小企業の自社の気候変動の影響把握（シナリオ分析）の体制（例）

論点 #5
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中小企業の脱炭素化に向けた先進的な取り組み事例

中小企業が、同サプライチェーン上の大企業による支援を受けながら、
脱炭素化を進める事例は増えています

事例①株式会社セブン‐イレブン・ジャパン×
日本デリカフーズ協同組合×プライムデリカ株式会社

事例②株式会社リコーの
サプライヤーエンゲージメント

 脱炭素支援
 脱炭素に向けたCO2削減活動をサプライヤーと連

携して進めていくため、サプライヤーに対して、
クリーンな電力への切替え支援を実施（新電力切
り替えノウハウや業務飛燕の提供、SDGsセミナー
への招待等）

 共同でCO2削減活動を行ったサプライヤー全10社
であり、CO2削減量は計986t ※2021年1月時点

 リコーグループでは、国際的な環境調査・
情報開示を行う非営利団体CDPから、2020
年の「サプライヤーエンゲージメント評
価」において最高評価の「A」を獲得し、
「リーダーボード」に認定された

 グリーン調達の推進
 サプライヤーの環境保全活動支援として、リコー

グループの環境マネジメントシステム（EMS）構
築のための「EMSガイドライン」や「グリーン調
達基準」を定め、この基準に従って製品に使用さ
れる原材料・部品の調達

 化学物質管理システム（CMS）構築のための
「CMSガイドライン」を設け、教育や運用支援を
実施

 セブン‐イレブンのサプライヤーであるプライムデリカ
株式会社は、セブン‐イレブンのオリジナルデイリー商
品のサプライヤー企業を取りまとめる日本デリカフーズ
協同組合と連携して、エコアクション21の認証を取得、
事業活動における環境負荷軽減を図る
 エコアクション２１は、環境省策定の日本独自環

境マネジメントシステム（EMS）であり、中小事
業者も取り組みやすいシステムのあり方を規定

 エコアクション21認証・登録事業者への低利融資
制度等もある

出所：エコアクション21HP、リコーグループHP
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1. ケーススタディ：中小企業による脱炭素経営のメリット
・脱炭素経営によって期待されるメリット
・事例紹介

2. 脱炭素に向けた削減計画の策定
・脱炭素化に向けた基本的な考え方
・脱炭素化に向けた計画策定の検討手順
・ケーススタディ

3. 参考資料

43

【資料紹介】中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック

中小企業における中長期の削減計画策定のメリットや、
省エネや再エネの活用・削減対策の取りまとめ等の検討手順を整理しています

※毎年度の予算審議の結果によって、制度の実施内容や継続
期間等が変更される可能性がある点は注意が必要

発行：環境省
発表年月：2021年3月

補助金情報（一部抜粋）事例紹介（一部抜粋）

A

B

A B

出所：環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック-温室効果ガス削減目標を達成するために－」
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食品事業向けの代表的な緩和・適応策
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緩和策一覧：使い方①

農林水産省は、農業生産者等向けの技術紹介のため、２つの資料を発行しています。
本書には、両資料の脱炭素化技術を整理して掲載しています

資料名：
「みどりの食料システム戦略」技術カタログ
発行：農林水産省
発表年月：2022年1月

資料名：
フードサプライチェーンにおける脱炭素化
技術・可視化（見える化）に関する紹介資料
発行：農林水産省
発表年月：2021年6月

緩和策一覧 P48-52に掲載

※各技術の詳細は、「「みどりの食料システム
戦略」技術カタログ」及び「フードサプライ
チェーンにおける脱炭素化技術・可視化（見え
る化）に関する紹介資料（更新版）」に掲載
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緩和策一覧：使い方②

農業生産者等向けの緩和策を分野別に、一覧化しています。サプライチェーンで実行す
る緩和策を検討する際にご覧ください

1. 自社の業種に当てはまるマトリクス表を参照する
2. 「技術種類」、「技術成熟度」の２軸で導入候補となる緩和策に絞る

※J-クレジット制度の方法論有無等も考慮
導入候補となる緩和策の詳細を、「「みどりの食料システム戦略」技術カタログ」と「フードサプライ
チェーンにおける脱炭素化技術・可視化（見える化）に関する紹介資料」より参照する

緩和策一覧の使い方

掲載マトリクスの目次

# 該当
サプライチェーン 分野 掲載頁

1

生産

農産物 - 一般 P48

2 農産物 ‒ 施設系 P49

3 畜産物 P50

4 農山漁村地域、森林、海岸等 P51

5 商社・流通～小売系 （全体） P52
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代表的な緩和策（マトリクス）：使い方①

緩和策について“技術の種類”と“技術の成熟度”の2軸で整理しています

XXX

代表的な緩和策（〇〇分野）
※2022年2月時点

XXX
XXX

XXX

XXX
XXX

XXX

XXX

XXX

公開/開発中 市販製品の利用、
市販化 市販化/開発中 市販予定、

研究開発中
脱炭素化関連手法 脱炭素関連製品

公開

XXX

XXX
XXX

XXX

XXX

省
エ
ネ

再エネ

土
壌
・

水
田
水

管
理

エ
ネ
ル
ギ
ー
系

土
地
・
資
源

管
理
系

導
入
費

中
〜
小

導
入
費

大
〜
中

家
畜

飼
養

海
・
森

林
管
理

：J-クレジット制度
による方法論あり

XX XX ：過年度技術
資料掲載技術

：「みどりの食料
システム戦略」技術
カタログ掲載技術

XXX

凡
例

J

J

J

J

②技術成熟度
各種緩和策を「手法」と「製品」の2区分化
しています。

そのうえで、「「みどりの食料システム戦
略」技術カタログ」上の技術成熟度をプ
ロットしています
※「研究開発中」のみ、新たに追加
しています

①技術種類
技術を大区分（2項目）、小区分（5項目）
に分類のうえ、小区分「省エネ」はさらに
以下の定義で2区分に分類

a. 導入費（大～中）※：
大規模改修、または機器の面的な導入によ
る省エネが可能な技術
b. 導入費（中～小）※：
大規模改修を伴わず、機器単体の追加的導
入程度での省エネが可能な技術

XXX

「「みどりの食料システム戦略」技術カタログ」P1右上箇所 ※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社調べ（2022年）
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一酸化二窒素の発生を抑制
する茶園の土壌管理技術

48

代表的な緩和策（1. 農産物 - 一般）
※2022年2月時点

太陽熱利用乾燥施設

微生物燃料電池(Microbial 
fuel cell; MFC)システム営農型太陽光発電

土着微生物を利用した農耕地
由来の温室効果ガスの削減

植物共生細菌群集を利用した
持続的農業

常温低湿乾燥システム
（ＤＡＧ）

水稲栽培における間断灌漑

有機質資材の施用効果データ
ベースの作成と活用

籾殻ガス化発電システム

トラクタ用省エネ運転
指示装置

ヒートポンプ給湯器の温水
を熱媒体として利用した
穀物乾燥システム

農業機械の電化、水素化等

ICTを活用した農業用水の
配水管理システム

水稲V溝乾田直播栽培技術

トラクタ用旋回時エンジン
回転低下制御機能
トラクタ用エンジン
回転自動低下機能

バイオディーゼル燃料
（農機用）

トラクタ用軽負荷作業用
PTO速度段

（エコノミーPTO）

：J-クレジット制度
による方法論あり

J
凡例

バイオ炭の農地施用

省
エ
ネ

再エネ

土
壌
・
水
田
水

管
理

エ
ネ
ル
ギ
ー
系

土
地
・
資
源

管
理
系

導
入
費※

 

中
〜
小

導
入
費※

大
〜
中

公開 市販製品の利用、市販化 市販化/開発中 市販予定、研究開発中
脱炭素化関連手法 脱炭素関連製品

水田及び露地野菜畑における
有機物施用による土壌炭素貯
留量の増加と収量向上

野菜作における可給態窒素
レベルに応じた窒素施肥指針

作成のための手引き

マルチ下局所施肥を
中心とした施肥改善

高速作業が可能な不耕起対応
播種機

気温差制御による防霜ファン
の省エネ化技術

生分解性マルチの導入

水田の中干延長によるメタン
発生量の削減

5月どりダイコンのべたがけ
栽培による塩ビ削減

自動運転田植え機

J

J

J

J

J

無人自動走行作業システム
を用いた「ロボット茶摘

採機」の開発

XXX XXX ：過年度技術資料
掲載の技術

：『「みどりの食料
システム戦略」技術
カタログ』掲載の技術

※当技術の詳細はこちらから

論点 #6

※当技術の詳細はこちらから
※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社調べ（2022年）
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代表的な緩和策（2. 農産物 - 施設系）
※2022年2月時点

トルコギキョウの低コスト
冬季計画生産技術

光透過型有機薄膜太陽電池

クラウン部局所加温による花
きの低温期低コスト栽培技術

園芸施設向け
電気式ヒートポンプ

促成ピーマンにおける
株元加温による設置作業

の省力化技術

無加温ハウスを利用した
夏ネギの栽培技術

省
エ
ネ

再
エ
ネ

エ
ネ
ル
ギ
ー
系

導
入
費※

中
〜
小

導
入
費※

 

大
〜
中

市販製品の利用、市販化 市販化/開発中 市販予定
脱炭素化関連手法 脱炭素関連製品

日没後（EOD）の加温や光
照射による花きの省エネル

ギー生産技術

施設園芸作物の株元温度制御

公開

自然エネルギーを利用した
イチゴのクラウン温度制御

外張りの固定２重被覆

外張りの空気膜２重被覆

内張りカーテンの多層化

中空二重膜構造被覆フィルム

新たな多層断熱資材
「ナノファイバー断熱資材」

多段サーモスタット装置による
変温管理

園芸施設向け
ガスヒートポンプ

施設果樹における
ヒートポンプ機能活用の効果

暖房費が削減できるバラ栽培
のヒートポンプ利用方法

木質バイオマス暖房機器

地中熱源ヒートポンプ

地下水熱源ヒートポンプ

廃熱発電システム
（バイナリー発電）

LED電照を用いたカーネー
ションの低温管理栽培

補光用LED照明

小型バイオガス発電施設

CO2吸脱着剤利用によるCO2
貯留・供給システム

スマート水耕施設

自立電源型IoT環境
センサーシステム

大気回収CO2施用装置で回収
したCO2の農作物への施用

廃熱を利用したハウスでの
加温システム

農業トリジェネレーション

J

J

J

J

J

J

J

J

J

J

論点 #6

：J-クレジット制度
による方法論あり

J
凡例

XXX XXX ：過年度技術資料
掲載の技術

：『「みどりの食料
システム戦略」技術
カタログ』掲載の技術

※当技術の詳細はこちらから※当技術の詳細はこちらから
※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社調べ（2022年）
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代表的な緩和策（3. 畜産物）
※2022年2月時点

豚・ブロイラーへのアミノ酸
バランス改善飼料の給餌

食品製造副産物を活用した
国産飼料の活用

市販製品の利用、市販化 市販化/開発中
脱炭素化関連手法 脱炭素関連製品

公開 公開/開発中

自給濃厚飼料としてのイア
コーンサイレージ生産利用 メタン・N2O発生抑制のため

の家畜排せつ物管理方法
の変更

メタン発酵の副産物である
消化液の液肥利用

メタン発酵抑制のための
カシューナッツ殻液の給与

トラクタ用省エネ運転
指示装置

トラクタ用旋回時エンジン
回転低下制御機能
トラクタ用エンジン
回転自動低下機能

バイオディーゼル燃料
（農機用）

トラクタ用軽負荷作業用
PTO速度段

（エコノミーPTO）

小型バイオガス発電施設

家畜排せつ物を原料とする
バイオガス発電

温室効果ガスの削減に資する
堆肥の好気性強制発酵
のための装置

家畜排せつ物中の有用物質
（窒素）及びエネルギーの高
効率な回収・活用技術の開発

炭素繊維リアクターによる
一酸化二窒素削減

カイコによる有用物質の
効率的な生産技術

カイコ等の高いタンパク合成
能力を活用した高機能
非石油繊維等の開発

フリーバーン牛舎から排出
されるふん尿を湿式

メタン発酵に適用するため
の処理システム

農業機械の電化、水素化等

発酵廃棄を活用した
潜熱回収型熱交換器

CO2ヒートポンプを利用した
生乳の冷却加熱
同時利用システム

家
畜
飼
養

土
地
・
資
源

管
理
系

省
エ
ネ

再
エ
ネ

エ
ネ
ル
ギ
ー
系

導
入
費※

 

中
〜
小

導
入
費※

大
〜
中

J

J

JJ

J

J

J

J

論点 #6

：J-クレジット制度
による方法論あり

J
凡例

XXX XXX ：過年度技術資料
掲載の技術

：『「みどりの食料
システム戦略」技術
カタログ』掲載の技術

※当技術の詳細はこちらから※当技術の詳細はこちらから
※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社調べ（2022年）
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代表的な緩和策
（4. 農山漁村地域、森林、海岸等）
※2022年2月時点

藻場造成のための
石炭灰重量ブロックの設置

市販製品の利用、市販化 市販化/開発中
脱炭素関連製品

地熱バイナリー発電

木質バイオマス
熱電併給装置

小型風力発電装置

再
エ
ネ

エ
ネ
ル
ギ
ー
系

海
・
森
林
管
理

土
地
・
資
源

管
理
系

藻場造成のための
鉄鋼スラグ水和固化体製
人工石材・ブロックの設置

植林活動

森林経営活動

開放型水力利用装置

VEMS
（ビレッジ・エネルギー・
マネジメント・システム）

底質・水質環境の改善と
浅場造成のための
カルシア改質技術

J

J

J

J

J

J

論点 #6

：J-クレジット制度
による方法論あり

J
凡例

XXX XXX ：過年度技術資料
掲載の技術

：『「みどりの食料
システム戦略」技術
カタログ』掲載の技術

※当技術の詳細はこちらから※当技術の詳細はこちらから
※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社調べ（2022年）
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代表的な緩和策（5. 商社・流通～小売系）
※2022年2月時点

需給最適化
プラットフォーム

省
エ
ネ

再
エ
ネ

エ
ネ
ル
ギ
ー
系

導
入
費※

 

中
〜
小

導
入
費※

 

大
〜
中

市販製品の利用、市販化 市販化/開発中
脱炭素関連製品

バイオマスプラスチック製
容器包装

通い箱・通いプラコンの使用

フレコンバッグ、シートパ
レット等の軽量化・薄肉化

モーダルシフト

論点 #6

：J-クレジット制度
による方法論あり

J
凡例

XXX XXX ：過年度技術資料
掲載の技術

：『「みどりの食料
システム戦略」技術
カタログ』掲載の技術

※当技術の詳細はこちらから※当技術の詳細はこちらから
※出所：デロイトトーマツコンサルティング合同会社調べ（2022年）
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【本編】
はじめに
1. 企業の気候変動『適応』とは
2. 事業活動における気候変動の影響
3. 気候変動適応への取組をチャンス
に変える

4. 気候変動適応の進め方
5. さらに詳しい情報を知りたい方へ

53

【資料紹介】民間企業のための気候変動適応ガイド

気候変動の事業活動への影響と適応取組の基本的な進め方、民間企業が適応に
取り組むメリットなどを紹介しています

海外企業の取組事例（一部抜粋）

①代表的な気候変動影響と適応策の例

A

A

B

【参考資料編】
1. 気候変動対策に関する基本情報
2. 気候変動及びその影響に関する情報
3. 民間企業の気候変動影響（リスク・機会）に対する認識実態
4. 企業の取組事例
5. 適応の阻害要因
6. 地域と連携した気候変動適応の取組
7. 事業継続マネジメントシステムを用いた気候変動への適応
8. TCFDの紹介
9. 参考となる文献の概要
10. その他参考となる情報
11. 用語集

B

発行：環境省
発表年月：2019年3月

②ハード対策とソフト対策の例

出所：環境省「民間企業のための気候変動適応ガイド-気候リスクに備え、勝ち残るために－」
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3章
適切なコミュニケーションに向けた
開示の検討
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大企業・中小企業の
開示の流れ

大企業・中小企業の
開示項目一覧

自社が把握した気候変動関連情報
を誰に向けて開示すべきなのか

がわからない

P56 -

P58 -

中小企業の対応課題大企業の対応課題

中小企業大企業

投資家向けに
開示する

サプライヤーとして
大企業向けに開示する

本章では、適切なコミュニケーションに向けて「気候変動関連情報を開示する」をテーマに、大企業・中小企業それ
ぞれの情報開示の流れや食品・農林水産業に特化した開示推奨項目を掲載しています
 大企業： TCFDシナリオ分析結果をはじめとする気候変動関連情報の投資家への開示の推進が可能となります
 中小企業：気候変動関連情報の同サプライチェーン上大企業への開示の推進が可能となります

本章の
概要

事例

構成

Appendixにて、国内外大企業のTCFD開示事例と国内中小企業の環境経営レポート開示事例を示しています

サマリ：気候変動対応
のポイントまとめ 気候変動対応における重要ポイントを改めて確認したい

P74 -

3章
「適切なコミュニケーションに向けた
開示の検討」の概要

投資家に開示する流れのなか、
サプライヤーの気候変動関連情報を
どのように取り込めるかがわからない

TCFDをはじめとする様々な開示フレームワークにて、開示推奨項目が
提示されているが、どの項目の開示対応を進めるべきかがわからない

• アサヒグループホールディングス株式会社
(P87)

• 不二製油グループ本社株式会社 (P88)
• 日清食品グループホールディングス
株式会社（P89-90）

• 株式会社ファミリーマート（P91-92）

• Mondi Group (P93)
• Nestlé Ltd.（P94）

• 株式会社ハジメフーズ (P95)
• 東洋冷蔵株式会社 (P96-97)
• プライムデリカ株式会社（P98-99）

中
小
企
業

大
企
業
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大企業・中小企業の開示の流れ
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気候変動対応の流れ

大企業が投資家に向けて気候変動対応の開示を求められる中、中小企業もサプライヤー
として、取引先大企業への気候関連情報開示が求められつつあります

リスク・機会を把握する

中小企業大企業

シナリオを読み解く

対応策を考える

投資家向けに
開示する

サプライヤーとして
大企業向けに開示する

TCFDシナリオ分析
フレームを活用

食品事業者の開示項目

中小企業からの情報を得ながら、
TCFDフレームもとに情報把握・開示。
併せて、①食品事業者の開示項目にも対応

1

2

以下の①②両方に対応する形で情報把握・開示。
①食品事業者の開示項目
②自社のリスク機会から見た、対応の方向性
1
21

自社のリスク機会から見
た、対応の方向性
（サプライチェーン上の
取引先要請も含む）
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大企業・中小企業の開示項目一覧
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【資料紹介】ESG関連の開示フレームワーク

TCFDをはじめとする以下4機関は、企業が開示すべき気候変動関連項目を提示していま
す。本書では、それらの開示項目を大企業・中小企業別に一覧化しています

資料 発行機関 開示フレームワーク 概要 リンク

TCFD
（気候関連財務情報
開示タスクフォー

ス）

TCFD Guidance on 
Metrics, Targets, and 
Transition Plans 

TCFDが気候関連指標に関する動向や低炭素経済への移行に関す
る注目度の上昇について説明のうえ、全組織が開示可能と考える、
業界横断的な気候関連指標カテゴリを列挙したガイダンス資料
（2021年発行）

アクセス

SASB
（サステナブル会計
基準審議会）

Agricultural Products 
Sustainability 

Accounting Standard

持続可能性に関する情報開示を促進する非営利団体SASBが、サ
ステナビリティ開示項目について、セクター特有の項目を提示し、
サスティナビリテ基準としての開示指標を一覧化した資料
（2018年発行）

アクセス

ISSB
（国際サステナビリ
ティ基準審議会）

Climate-related 
Disclosures 
Prototype

IFRS財団は、SABを含む傘下の既存開示基準を2022年にISSBに
統合予定。本書は、今後の検討の方向性を示すためにISSBが発行
した、気候関連開示基準のプロトタイプ
（2021年発行）

アクセス

WBCSD
（持続可能な開発の

ための
世界経済人会議）

Food, Agriculture and 
Forest Products 
TCFD Preparer 
Forum

持続可能な開発を目指す先進企業約200社が加盟するグローバル
組織WBCSDが発行した、農業・食糧・林業製品分野に関するリ
スク・機会や気候関連開示指標を取りまとめた資料
（2020年発行）

アクセス
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1. 自社が則る「開示フレームワーク」を定める
2. その機関が開示を要請している項目を「開示フレームワーク」欄より特定し、開示の準備を進める
3. 各開示項目の詳細な条件等については、P59の各種リンクよりアクセスのうえ、参照する

大企業の開示項目一覧 ‒ 使い方

60

開示項目一覧の目次

記載項目 掲載頁

GHG排出 P61

移行リスク、物理的リスク P62

物理的リスク P63-64

気候関連機会 P65

資本配分、カーボンプライシング P66

一覧の使い方

大企業 中小企業
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項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

GHG排出 年間のScope1,2,3のGHG排出量（絶対値） tCO2e ✓ ✓ ✓ ✓

GHG排出 年間のScope1,2,3の科学的根拠に基づくGHG削減目標値・削減戦略・削減実績値 tCO2e等 ✓ ✓ ✓

GHG排出 地上/地下の炭素隔離(土壌や森林など)の実施有無、炭素貯蔵量 (tC/ha) の推移 tCO2e/ha ✓

GHG排出
地上の炭素プールにおけるGHG吸収量測定のためのGHGバランス（人為的GHG排出
量）のベースライン値 ※m 3/年/ha当たりの種の成長-収量曲線に基づいた炭素転換
可能量を基準に設定

%, tCO2e等 ✓

GHG排出 加重平均炭素強度（ポートフォリオの構成比率に応じて投資先企業の売上当たり
原単位排出量を加重平均した値） tCO2e/(t等) ✓ ✓

GHG排出 電力生産量1MWhあたりのGHG排出量 tCO2e ✓

GHG排出 バリューチェーン全体での冷媒からのGHG排出量（Scope1)、オゾン層破壊係数ゼロ
の冷媒消費率、平均冷媒排出量

tCO2e, %, 
%/t ✓ ✓

GHG排出 バリューチェーン全体での (1)年間のエネルギー消費量、 (2) エネルギー消費量のうち、
系統電力の割合、 (3)  エネルギー消費量のうち、再生可能エネルギーの割合 GJ, % ✓ ✓ ✓

GHG排出 総エネルギー強度(トン、売上高、製品数あたり) GJ/t等 ✓

GHG排出 エネルギー販売量 GWh ✓

大企業 中小企業
大企業の開示項目一覧（1/6）
※2022年2月時点

61

論点 #7



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

移行リスク サプライヤーの環境責任・食品安全監査による(1) 不適合率、 (2) (a) 重大な不適合と
(b) 軽微な不適合の是正処置率 % ✓

移行リスク 第三者の環境/社会的基準に基づいて認証された調達農産物の割合及び基準別割合 % ✓

移行リスク 契約の拡大と商品調達から生じる環境的・社会的リスクを管理するための戦略 N/A ✓ ✓

移行リスク 食品包装に関する環境負荷低減に関する戦略 N/A ✓

移行リスク (1) 包装材の総重量 (2) リサイクル/再生可能素材から作られた割合
(3) 再資源化・再利用・堆肥化が可能な包装材の割合 t, % ✓

移行リスク バリューチェーン全体での年間の廃棄物発生量、最終処分量、埋立量
（食品、その他） ｔ ✓ ✓
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大企業の開示項目一覧（2/6）
※2022年2月時点 大企業 中小企業

論点 #7
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項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

物理的リスク バリューチェーン全体での(1) 年間の総取水量、 (2) 年間の総水消費量、(3)水ストレス
が高い～非常に高い地域の割合 ㎥, % ✓ ✓ ✓

物理的リスク 洪水発生率が100年に1度以上の地域に位置する廃水処理施設に関するデータ 施設数等 ✓

物理的リスク 水ストレスが高い～非常に高い地域での取水と消費に伴うEBITDA/収益 金額, % ✓ ✓

物理的リスク 水ストレスが高い～非常に高い地域でにおける固定資産とサプライヤーの割合 % ✓

物理的リスク 水関連リスクと、それらのリスクを緩和するための戦略・実践結果 N/A ✓ ✓

物理的リスク 水量/水質に関する規制・基準に関連した不適合件数 件数 ✓ ✓

物理的リスク 水ストレスが高い～非常に高い地域から供給された農産物の割合 % ✓ ✓

物理的リスク 動物の糞尿発生量、栄養管理計画に従って管理された割合 t, % ✓ ✓

物理的リスク 気候変動によってもたらされる飼料・家畜関連リスクと機会を管理するための戦略 N/A ✓

物理的リスク 土壌保水力強化/灌漑/排水改善に関する対策が実施されている作付地域割合 % ✓ ✓

物理的リスク 「森林伐採ゼロ」宣言等の有無、主要林産物に関する状況 N/A ✓ ✓
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大企業の開示項目一覧（3/6）
※2022年2月時点 大企業 中小企業

論点 #7
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項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

物理的リスク バリューチェーンにおける、伐採権保有地内に高保護価値(HCV)および高炭素貯留
(HCS)評価を受けた自然保護地域の面積、割合 ha, % ✓ ✓

物理的リスク 生産性向上率
(例：「食料生産量の増加率」、「収量の増加率」) % ✓ ✓

物理的リスク 国際的なサステナビリティ基準を満たす形態で管理された森林の割合や林産物割合 % ✓ ✓

物理的リスク 物理的リスクにさらされている土地の割合
(例：影響を受けやすい作物/品種の作付面積%、氾濫原の作付面積%または生産地数) %, ha等 ✓ ✓

物理的リスク 科学的根拠に基づいた気候リスク評価が実施されたサプライチェーンの割合、自社の
気候リスクと機会・対応策 %等 ✓ ✓ ✓

物理的リスク 環境・社会的に調達リスクが高い作物/原材料のリスト N/A ✓
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論点 #7
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項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

気候関連機会 エネルギー効率化や低炭素化に関する技術における正味収入保険料 金額 ✓

気候関連機会 低炭素製品/サービス/ソリューションに関する目標値、戦略、実績 目標値、
件数等 ✓

気候関連機会 低炭素製品・技術・ソリューションの特許数 件数 ✓

気候関連機会 原産地までトレースが可能な製品の割合 % ✓

気候関連機会 インプット効率向上率
(例：肥料の使用量・種類数の削減によるインプット効率の改善率等) % ✓

気候関連機会 サーキュラーの流入・流出（インフロー・アウトフロー）率、製品のリカバリー率 % ✓
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大企業の開示項目一覧（5/6）
※2022年2月時点 大企業 中小企業

論点 #7



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

資本配分 低炭素製品・サービスのR&Dに投資された年間収益の割合 % ✓

資本配分 低炭素経済への移行を支援する製品・サービスからの収益額、投資額、成功率、
EBITDA、節約額、成長可能性 金額, %等 ✓ ✓ ✓

資本配分 気候適応対策への投資計画、年間投資額(例えば、土壌の健康、灌漑、技術) 金額等 ✓ ✓

資本配分 再植林、新規植林、劣化した土地の修復への投資計画、年間投資額 金額等 ✓
カーボン
プライシング インターナルカーボンプライシングの実施有無、炭素価格の設定額 有無、金額 ✓
カーボン
プライシング 地域ごとの暗示的カーボンプライシングに関わる制度への参画有無 有無、金額 ✓
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大企業の開示項目一覧（6/6）
※2022年2月時点 大企業 中小企業

論点 #7



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

大企業 中小企業

1. 「重要度大」の項目から優先的に開示できるよう、開示の準備を進める
2. 各開示項目の詳細な条件等については、P59より各開示フレームワークのリンクよりアクセス
のうえ、参照する

中小企業の開示項目一覧 ‒ 使い方

67

重要度（大～小）の定義 開示項目一覧の目次

区分 定義（＝選定基準）

重要度
大

2機関以上が挙げている開示項目のうち、
取得難易度が低く、大企業へのヒアリングの
結果、大多数の企業が「取得したい」と回答
した項目

重要度
中

1機関以上は挙げている開示項目のうち、
取得難易度が高いが、大企業へのヒアリング
の結果、大多数の企業が「取得できたほうが
よい」と回答した項目

重要度
小

1機関以上は挙げている開示項目のうち、
取得難易度が高いが、大企業へのヒアリング
の結果、大多数の企業が「取得なくてもよ
い」と回答した項目

一覧の使い方

重要度 記載項目 掲載頁

大～中 GHG排出、移行リスク、
物理的リスク、気候関連機会 P68

小 GHG排出 P69

小 移行リスク、物理的リスク P70-71

小 気候関連機会 P72

小 資本配分、カーボンプライシング P73



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

重
要
度
大

重
要
度
中

中小企業の開示項目一覧（1/6）
※2022年2月時点

68

項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

GHG排出 年間のScope1,2のGHG排出量（絶対値） tCO2e ✓ ✓
（Scope1
のみ）

✓
（Scope1
のみ）

✓

移行リスク 年間の廃棄物発生量、最終処分量、埋立量（食品、その他） ｔ ✓ ✓

物理的リスク (1) 年間の総取水量、 (2) 年間の総水消費量、(3)水ストレスが高い～非常に
高い地域に関するデータ ㎥, %等 ✓ ✓ ✓

物理的リスク 科学的根拠に基づいた気候リスク評価の実施有無、自社の気候リスクと機会・
対応策 %等 ✓ ✓ ✓

大企業 中小企業

論点 #7

GHG排出 年間のScope1,2の科学的根拠に基づくGHG削減目標値・削減戦略・削減実績値 tCO2e等 ✓ ✓ ✓

移行リスク 環境責任・食品安全監査による(1) 不適合率、 (2) (a) 重大な不適合と (b) 軽微
な不適合の是正処置率 % ✓

物理的リスク 水関連リスクと、それらのリスクを緩和するための戦略・実践結果 N/A ✓ ✓

気候関連機会 低炭素製品/サービス/ソリューションに関する目標値、戦略、実績 目標値、
件数等 ✓



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

重
要
度
小

69

項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

GHG排出 地上/地下の炭素隔離(土壌や森林など)の実施有無、炭素貯蔵量 (tC/ha) の推移 tCO2e/ha ✓

GHG排出
地上の炭素プールにおけるGHG吸収量測定のためのGHGバランス（人為的GHG
排出量）のベースライン値 ※m 3/年/ha当たりの種の成長-収量曲線に基づい
た炭素転換可能量を基準に設定

%, tCO2e等 ✓

GHG排出 加重平均炭素強度（ポートフォリオの構成比率に応じて投資先企業の売上当た
り原単位排出量を加重平均した値）

tCO2e/(ト
ン等) ✓ ✓

GHG排出 電力生産量1MWhあたりのGHG排出量 tCO2e ✓

GHG排出 冷媒からのGHG排出量（Scope1)、オゾン層破壊係数ゼロの冷媒消費率、平均
冷媒排出量

tCO2e, %, 
%/t ✓ ✓

GHG排出 (1)年間のエネルギー消費量、 (2) エネルギー消費量のうち、系統電力の割合、
(3)  エネルギー消費量のうち、再生可能エネルギーの割合 GJ, % ✓ ✓ ✓

GHG排出 総エネルギー強度(トン、売上高、製品数あたり) GJ/トン等 ✓

GHG排出 エネルギー販売量 GWh ✓

中小企業の開示項目一覧（2/6）
※2022年2月時点

論点 #7

大企業 中小企業



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

重
要
度
小

70

項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

移行リスク 第三者の環境/社会的基準に基づいて認証された調達農産物に関するデータ N/A ✓

移行リスク 契約の拡大と商品調達から生じる環境的・社会的リスクを管理するための戦略 N/A ✓ ✓

移行リスク 食品包装に関する環境負荷低減に関する戦略 N/A ✓

移行リスク (1) 包装材の総重量 (2) リサイクル/再生可能素材から作られた割合
(3) 再資源化・再利用・堆肥化が可能な包装材に関するデータ t, %等 ✓

物理的リスク 洪水発生率が100年に1度以上の地域に位置する廃水処理施設に関するデータ 施設数等 ✓

物理的リスク 水ストレスが高い～非常に高い地域での取水と消費に伴うEBITDA/収益 金額, % ✓ ✓

物理的リスク 水ストレスが高い～非常に高い地域でにおける固定資産に関するデータ %等 ✓

物理的リスク 水量/水質に関する規制・基準に関連した不適合件数 件数 ✓ ✓

物理的リスク 水ストレスが高い～非常に高い地域から供給した農産物に関するデータ %等 ✓ ✓

物理的リスク 動物の糞尿発生量、栄養管理計画に従って管理された割合 t, % ✓ ✓

物理的リスク 気候変動によってもたらされる飼料・家畜関連リスクと機会を管理するための
戦略 N/A ✓

中小企業の開示項目一覧（3/6）
※2022年2月時点

論点 #7

大企業 中小企業



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

重
要
度
小

71

項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

物理的リスク 土壌保水力強化/灌漑/排水改善に関する対策が実施されている作付地域に関す
るデータ %等 ✓ ✓

物理的リスク 「森林伐採ゼロ」宣言等の有無、主要林産物に関する状況 N/A ✓ ✓

物理的リスク 伐採権保有地内に高保護価値(HCV)および高炭素貯留(HCS)評価を受けた自然保
護地域の面積、割合 ha, % ✓ ✓

物理的リスク 生産性向上率
(例：「食料生産量の増加率」、「収量の増加率」) % ✓ ✓

物理的リスク 国際的なサステナビリティ基準を満たす形態で管理された森林や林産物に関す
るデータ %等 ✓ ✓

物理的リスク
物理的リスクにさらされている土地に関するデータ
(例：影響を受けやすい作物/品種の作付面積%、氾濫原の作付面積%または生産
地数)

%, ha等 ✓ ✓

物理的リスク 環境・社会的に調達リスクが高い作物/原材料に関するデータ N/A ✓

中小企業の開示項目一覧（4/6）
※2022年2月時点

論点 #7

大企業 中小企業



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

重
要
度
小

72

項目 内容 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

気候関連機会 低炭素製品・技術・ソリューションの特許数 件数 ✓

気候関連機会 取り扱い製品・作物の原産地に関するデータ % ✓

気候関連機会 インプット効率向上率
(例：肥料の使用量・種類数の削減によるインプット効率の改善率等) % ✓

気候関連機会 取り扱い製品、作物のサーキュラー関連情報 %等 ✓

中小企業の開示項目一覧（5/6）
※2022年2月時点

論点 #7

大企業 中小企業



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

重
要
度
小

73

大項目 小項目 測定
単位

開示フレームワーク

TCFD SASB ISSB WBCSD

資本配分 低炭素製品・サービスのR&Dに投資された年間の割合 % ✓

資本配分 低炭素経済への移行を支援する製品・サービスからの収益額、投資額、成功率、
EBITDA、節約額、成長可能性 金額, %等 ✓ ✓ ✓

資本配分 気候適応対策への投資計画、年間投資額(例えば、土壌の健康、灌漑、技術) 金額等 ✓ ✓

資本配分 再植林、新規植林、劣化した土地の修復への投資計画、年間投資額 金額等 ✓
カーボン

プライシング インターナルカーボンプライシングの実施有無、炭素価格の設定額 有無、金額 ✓
カーボン

プライシング 地域ごとの暗示的カーボンプライシングに関わる制度への参画有無 有無、金額 ✓

中小企業の開示項目一覧（6/6）
※2022年2月時点

論点 #7

大企業 中小企業



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

サマリ：気候関連情報開示の
ポイントまとめ

74



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料 75

サマリ：気候関連情報開示のポイントまとめ

気候関連情報を開示するプロセスにおいては、以下のポイントを考慮する
必要があります

リスク・機会を把握する

中小企業大企業

シナリオを読み解く

対応策を考える

投資家向けに
開示する

サプライヤーとして
大企業向けに開示する

a
本手引書のサマリとして、

各ステップごとのポイントを記載予定

b

c d



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

Appendix
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農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

ESG開示関連動向・指標情報

77

※本資料は、現在整備中



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料

食品・農林水産業の気候変動トレンド
（TNFD)

78



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料 79

食品・農林水産業の気候変動トレンド（TNFD)

気候変動や炭素以外の公共財も分析対象としており、自然資本に及ぼす影響について
広範囲での情報開示が求められていく可能性があります

TNFDとは
 自然関連財務開示タスクフォース（TNFD）は、企業や金融機関が自然界への依存度を可視化し、
自然環境や生態系に与える影響を評価、管理、報告する枠組みを検討するために発足した国際
イニシアチブ。

1

 自然環境の悪化が及ぼす、経済活動に負の影響が危惧され、経済界で関心が高まっている。
 世界GDPの約半分の経済活動が生態系サービスに依存している。
 海洋プラスチック問題や新型コロナウイルスなど、自然関連の新たな脅威の出現もTNFD発
足を後押し。

設立背景2

 自然や人々に不利益をもたらす資金の流れを減らし、自然環境にプラスとなる資金の流れへの
転換による世界経済の回復力向上を目的とする。
 自然環境にプラスとなる経済への移行により年間最大10兆ドルの経済価値を創出。
 TNFD着想時には金融機関、フランス・スイス政府が積極的に参画。

目的3

 2022年末までに財務関連情報に関するフレームワーク策定とガイドライン発行を目指す。
 自然環境にプラスとなる資金フローの実現による経済効果を示し、一般社会の関心を高めてい
く。
 自然環境にプラスの経済への転換によって2030年までに3.95億人の新規雇用を創出。

今後の動向4

出所：TNFD公式HP

論点 #8



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料 80

食品・農林水産業の気候変動トレンド（TNFD)

政府主導のTCFDとは異なり、国際機関や環境NGOを中心に民間主導で発足し、既に73
の金融機関、企業、政府やシンクタンクが参画しています

設立時期 2020年7月23日（※ 「非公式作業部会（IWG）」の発足は2020年9月25日）

運営主体 国連環境計画金融イニシアチブ（UNEP FI）、国連開発計画（UNDP）、
世界自然保護基金（WWF）、グローバル・キャノピー（英環境NGO）

メンバー機関
（IWG）

国連生物多様性事務局、世界銀行グループ、国際金融公社（IFC）、地球環境ファシリティ（GEF）、経済協力開
発機構（OECD）、欧州復興開発銀行（EBRD）、英環境・食糧・農村地域省、フランス政府、スイス連邦環境省、
英グリーンファイナンス研究所（GFI）、WBCSD、CDSB、国連責任投資原則（PRI）、国際金融協会（IIF）、
シティグループ、BNPパリバ、HSBC、NatWest Group、スタンダードチャータード、ロイズ・バンキング・グ
ループ、クレディ・スイス、ラボバンク、ストアブランド、ダンスケ銀行、ファーストランド、イエス・バンク、
アクサ、ナティクシス、Mirova、ピムコ、Robeco、ウェルズ・ファーゴ・アセット・マネジメント、インパッ
クス・アセット・マネジメント、グラクソ・スミスクライン、BP、ISS ESG等

開示情報 具体的な開示情報は明らかではないが、シナリオ分析の実施や、4つの骨子（ガバナンス、戦略、リスク管理、指
標・目標）の財務的情報の開示など、TCFD骨子の踏襲が見込まれる。

TCFD
との違い

 TCFDは、G20からの指示を受け、金融安定理事会（FSB）内のイニシアチブとして政府主導で発足されたが、
TNFDは民間主導により自発的に発足された。

 企業による事業活動への影響のみならず、社会全体にもたらす影響について、マルチステークホルダー視点で
の開示、すなわちダブルマテリアリティの視点が求められる可能性がある。

出所： Sustainable Japan, 「自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）発足。大手機関投資家がすでに参画」, (2021.03.17）
EcoNetworks, 「生物多様性がESG投資のメインストリームに TNFDに先駆けた対応を」, （2021.03.18）

論点 #8
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食品・農林水産業の気候変動トレンド（TNFD)

2021年はフレームワーク策定に必要な評価項目の研究が主で、2022年以降に民間企業の
本格的な参加を通じたフレームワークの実践や検証が予想されます

2020年7月

2020年9月

2021年上半期

2023年

2021年下半期

2022年

TNFD非公式部会に関するアナウンス（自然のための金融仮想グローバルシリーズにて）

非公式部会（IWG）形成、国連総会にて自然のリスクに関するグローバルサミット召集

TNFDの検討スコープに関する調査研究の実施計画およびチーム編成

TNFD非公式部会から、公式タスクフォースへの移行

民間セクターの参画、2021年上半期の調査研究に基づいたフレームワークの検証

公式タスクフォースの活動の普及およびフレームワークの理解促進

出所：TNFD公式HP

論点 #8
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食品・農林水産業の気候変動トレンド（TNFD)

TCFD同様、ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標の構成が予定されており、
既存の開示フレームとの統合を意図しています

出所：TNFD “Proposed Technical Scope”

【フレームワーク】
ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標
という組織の運営方法を中心に構成された4
つの柱からなるアプローチを採用する予定

• 自然に「関連するリスクと機会」という用語の使用を、組織
の活動と自然の間のつながりによってもたらされる、組織に
対するリスクと機会を広く指すために推奨

• 短期的な財務リスクに加えて、長期的なリスクも含まれる。
長期的なリスクは、その影響と自然への依存によって表され
る

• 組織は、自然が組織の当面の財務実績にどのような影響を与
えるか(“outside in”),だけでなく、組織が (肯定的または否定
的に) どのように自然に影響するか(“inside out”)も開示するこ
とを推奨する

• TCFDの財務的な重要性に対するアプローチと整合的

• TNFDは、そのアウトプットをGRI、SASB、CDSB、そして近
日中に予定されているIFRS持続可能性委員会が公表している
ような、この分野における既存のフレームワークや基準に統
合することを意図している

• TNFDに沿った報告資料を作成する際に、金融機関は、企業開
示と第三者データソースの両方からのデータを使用すること
ができる

論点 #8
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食品・農林水産業の気候変動トレンド（TNFD)

Proposed Technical Scopeでは、リスクと機会を定義しています
自然へのインパクト、依存といったリスク機会が存在します

出所：TNFD “Proposed Technical Scope”

【対象】
非金融企業と金融機関の双方

財務諸表に情報を提供し補完し、企業の評価、
信用リスク、市場リスク、事業リスクの決定
を行う。組織の影響または自然への依存は、
現在財務諸表に反映されていないが、様々な
利害関係者にとって関連する財務情報となり
得る

【自然に関連するリスクと機会の定義】
短期的な財務リスクに加えて、長期的なリス
クも含まれる。長期的なリスクは、その影響
と自然への依存度によって表される

• Impacts：大気、水、土壌の汚染を含む自然の状態に対する企業やその他
の関係者のプラスまたはマイナスの貢献;破砕または破壊、生態系と人間以
外の種の生息地;、生態系体の変化（TNFDがScience Based Target 
Network (SBTN) によって提供される影響の定義を採用することを推奨す
る)

• Dependencies：生態系による、人や組織が機能するために依存している
自然の人間への貢献の側面。火災や洪水などの危険の防止;炭素隔離等

• 自然に関連する財務上のリスクと機会：自然への影響や依存の結果として
生じる、組織に対するすべての財務上のリスクと機会。これには、規制、
市場アクセスその他による自然への悪影響に起因する金銭的損失、および
組織が依存する特定の種、生物多様性および/または主要な生態系サービ
スの損失に起因するコストが含まれるが、これらに限定されない

• 自然に関連した物理的リスクと機会：物理的リスクは、資産への直
接的な損害、生産プロセスや従業員の福利に不可欠な (地域や地域
の) 生態系サービスの損失、サプライチェーンの混乱による間接的
な影響

• 自然に関連する移行のリスクと機会：自然に起因する移行リスクは、
企業が、評判、コンプライアンス、負債または訴訟リスクを含む自
然へのマイナスの影響。これによって資産が不採算になり、「座
礁資産化」することがある。移行の機会は、市場の選好/需要の変
化により企業が経済的に利益を得ている場合に生じる可能性がある

• Nature-related systemic risks：(i) 重要な自然システムが適切に機能し
なくなるリスクをい(ii) 金融機関のポートフォリオ・レベル (組織レベルや
取引レベルではない) で発生するリスク(iii) システム全体の金融の安定に
対するリスク

論点 #8
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食品・農林水産業の気候変動トレンド（TNFD)

2021年6月4日にTNFDがG7で公式なタスクフォースの承認し、2つのレポートを
発行しました

出所：TNFD公式HP

TNFD共同議長
David Craig ：RefinitivのCEO、ロンドン証券取引所グループ（LSEG）
Elizabeth Maruma Mrema：国連生物多様性条約（CBD）の事務局長

世界の経済生産の半分以上（44兆米ドルの経済的価値の創出）は、自然環境に高く依存。したがって、
人間による野生哺乳類の83％と植物の50％の絶滅は、企業および財政の安定に対する重大なリスクを
表している。自然環境にポジティブな移行のための行動は、年間ビジネス価値で最大10.1兆米ドルを
生み出し、2030年までに3億9500万人の雇用を創出する可能性がある

`Proposed Technical Scope`
スコープの技術的補足書

‘Nature in Scope’
TNFDのスコープ、ガバナンス、作業計画等を定義

論点 #8
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大企業・中小企業の優良開示事例
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1. 自社と同様の業種や開示情報掲載予定先の事例を参照する
2. 開示事例上の表現方法や掲載内容を参考に、自社の開示準備を進める

大企業・中小企業の優良開示事例 ‒ 使い方

86

使い方

大企業の開示事例

国 業種 企業 掲載先 掲載
頁

日本 食品製造
アサヒグループ
ホールディングス

株式会社
有価証券報告書 P87

日本 一次生
産・加工

不二製油グループ
本社株式会社 有価証券報告書 P88

日本 食品製造
日清食品グループ
ホールディングス

株式会社
統合報告書 P89-

90

日本 小売 株式会社
ファミリーマート 統合報告書 P91-

92

イギ
リス

製紙・包
装材製造 Mondi Group アニュアル

レポート P93

スイ
ス 食品製造 Nestlé Ltd. アニュアル

レポート P94

中小企業の開示事例

国 業種 企業 掲載先 掲載
頁

日本 食品製
造・小売

株式会社
ハジメフーズ

第13期 環境経営
レポート P95

日本 食品流通 東洋冷蔵
株式会社

環境経営レポート
2020

P96-
97

日本 食品製造
プライム
デリカ
株式会社

2019年度版
エコアクション

21
環境経営レポート

P98-
99
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開示事例①アサヒグループホールディングス株式会社（日本、食品製造）

事業インパクトの定量評価結果をグラフとともに提示し、
リスク項目ごとに既存の取り組みと対応策の方向性を開示しています

大企業 中小企業

 特に大きな影響を及ぼす2項目（「農産物原料の
収量減少による原料価格の高騰」と炭素税の導入
によるコスト拡大」）に関して、定量評価結果を
実施して結果をグラフで提示

 以下のように、リスク・機会項目ごとに既存の
取り組みと対応策の方向性を提示
 リスク：原材料価格高騰
 既存の取り組み：複数購買によるリスク分散化
 対応策の方向性：気候体制品種の開発、栽培方法
の開発と導入

出所：アサヒグループホールディングス株式会社「有価証券報告書」
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開示事例②不二製油グループ本社株式会社（日本、一次生産・加工）

重要なリスク項目についてシナリオごとに詳述のうえ、施策内容を開示しています

大企業 中小企業

出所：不二製油グループ本社株式会社「有価証券報告書」

 2℃シナリオ、4℃シナリオそれぞれにおける
リスクの内容を詳述
例：１環境規制対応のコストの増加（2℃シナリオ）
・環境関連の規制強化により、一部の国において炭素税が
課され、コストが増加する可能性がある
・生産工程及び物流において、化石燃料から再生可能エネル
ギーへの置換や温室効果ガス排出削減が見込まれ、既存資産の
減損や追加設備投資によりコストが増加する可能性がある

※個別リスクより一部抜粋

 重要な4つのリスクに対して、施策を開示
例：１環境規制対応のコストの増加
環境ビジョン2030のグループ各社での実践。技術開発部に環境
や省エネの専門チームを設け、環境負荷を低減する生産設備の
検討や構築
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開示事例③日清食品グループホールディングス株式会社（日本、食品製造）

世界がネットゼロへ加速化するシナリオとして、 1.5℃を含めた分析を実施しています

大企業 中小企業

出所：日清食品グループホールディングス株式会社 HP「気候変動リスクと水リスクへの対応」

 2050年までのCO2総排出量の推移予測とIEA WEO 
2019の「Sustainable Developmentシナリオ」に
よる炭素価格の将来予測を活用し、炭素税や排出量
取引制度が当社グループに及ぼす影響額を試算

 SBT目標達成に取り組むことで、2030年では年間
約11億円、2040年では年間約32億円を削減できる
可能性がある

 原材料調達のリスクでは、小麦、大豆、エビ、イカ、
パーム油について国・地域別の収穫量の増減や事業
へのインパクトを試算

 製造拠点や取引先製造工場における物理的リスクに
対して、水リスクをAQUEDUCTを用いて把握し、
リスクが高いと判断された工場には、ヒアリングや
現地視察といった補足調査を実施する体制を整備
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開示事例③日清食品グループホールディングス株式会社（日本、食品製造）

財務インパクトでは、原材料調達や物理的リスクに関する詳細なシミュレーション
結果を記載しています

大企業 中小企業

出所：日清食品グループホールディングス株式会社 HP「気候変動リスクと水リスクへの対応」

 IPCCレポート、IEAレポートに基づき、1.5℃を含めた2030年以降のシナリオを3種類策定し、
それぞれのリスクおよび機会について考察・分析
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開示事例④株式会社ファミリーマート（日本、小売）

2019年に初めてシナリオ分析を実施し、2020年にはプロジェクトチームを発足するなど、
ガバナンスにおける発展が見られます

大企業 中小企業

出所：株式会社ファミリーマート「サステナビリティ報告書 2020」

 2020年度は、経営企画部、CFO・IＲ室、サステ
ナビリティ推進部を中心にプロジェクトチームを
発足し、気候関連リスク・機会の特定から評価、
分析を実施

 サステナビリティ委員会は、自然災害や法規制
の動向のモニタリングや対応計画の検討、気候
関連の目標設定と実施計画の策定、進捗管理、
評価を行うほか、シナリオ分析の結果について
審議を行い、取締役会へ報告
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開示事例④株式会社ファミリーマート（日本、小売）

現気候変動対策の妥当性の検証と将来の事業戦略の策定への活用のために、シナリオ分
析を実施。リスク・機会については、バリューチェーン上の該当箇所を明示しています

大企業 中小企業

出所：株式会社ファミリーマート「サステナビリティ報告書 2020」

 【4℃】急性的な物理リスクの影響により、原材
料調達から店舗までバリューチェーンの全ての段
階において損害を被るリスクが大きい

 【2℃】気候関連政策の強化が予想され、炭素
税の導入や、フロンやプラスチック規制の強化
に対応していくための投資コストが発生
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開示事例⑤Mondi Group（イギリス・製紙、包装材製造）

気候変動の物理的・移行リスクに伴う財務的影響をリスクと機会ごとに詳述し、
グループにおけるインパクト総額を試算しています

大企業 中小企業

出所： Mondi Group “Sustainable Development Report 2020”

リスクの詳細・事業インパクト気候関連リスクの提示

リスクに係る項目の影響額を試算
•炭素税や同様の税金が事業に与える潜在的な影響
は年間約1,000万ユーロ

•工場の水不足による生産の低下がもたらす潜在的
な影響は、年間最大1,000万ユーロと推定

•南アフリカのプランテーションにおける収穫量の
低下による財務上の影響は、年間1,500万ユーロ
に上る

•木材の価格が上昇し、長期的には年間2,000万～
7,000万ユーロの潜在的リスクが発生する可能性

•リスクの高い地域にある当社の工場で洪水が発生
した場合、そのコストは最大1,000万ユーロ

•水の使用許可の上限を超えないようにするための
対策には、年間500万ユーロの影響

•一部のプラスチック事業を失うことによる潜在的
な営業利益への影響は、年間約500万ユーロ

全リスクに伴う財務的影響は年間で最大
12,500万ユーロと試算



農林水産省「令和3年度フードサプライチェーンにおける脱炭素化の実践とその可視化の在り方検討会（第３回）」（令和4年3月1日）資料 94

開示事例⑥ Nestlé Ltd.（スイス、食品製造）

1.5℃を含む複数シナリオをIPCCやIEAのデータを基に設定し、内部のフットプリントを
加味。1.5℃シナリオでは、2025年時点の炭素価格を80ドル/tと想定しています

大企業 中小企業

出所： Nestlé Ltd. “2020 Sustainability Report”

 1.5℃を含む3シナリオを設定。各シナリオにおけ
る、炭素価格の想定を記載
• 4.0～5.0℃シナリオ：2025時点の炭素価格は2ド
ル/t

• 2.5℃シナリオ：2025時点の炭素価格は40ドル/t
•1.5℃シナリオ：2025時点の炭素価格は80ドル/t

 ネスレの物理的および商業的フットプリントを組
み込み、モデル化
•原材料の量と調達場所、施設の場所、生産量、お
よび完成品
•市場別の売上高と利益を含む商業データ

 シナリオの設定は、IPCCおよびIEAの入手可能な
データを利用
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開示事例⑦株式会社ハジメフーズ（日本、食品製造・小売）

環境経営の体制や環境負荷実績・削減目標等を開示し、個別の環境経営計画については、
その達成状況や次年度の取り組み内容を詳述しています

出所：株式会社ハジメフーズ「第13期環境経営レポート」

環境経営組織図を記載
※その下に役割・責任・権限表あり

「電力による二酸化炭素削減」等の個別の環境
計画に対して、達成状況・取組結果とその評
価・次年度の取り組みを詳述

大企業 中小企業
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開示事例⑧東洋冷蔵株式会社（日本、食品流通）

環境マネジメント体制、課題・チャンス、環境負荷実績・削減目標等を開示し、
事業に関わるマテリアリティについては、背景や取り組み状況等を詳述しています

出所：東洋冷蔵株式会社「環境経営レポート2020」

主な環境負荷の実績については、2016-2019年
の実績及び中長期目標値（2021年）を掲載

 環境マネジメント体制やPDCAプロセスについて記載

 事業に関わる課題とチャンスの一覧を掲載

大企業 中小企業
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開示事例⑧東洋冷蔵株式会社（日本、食品流通）

環境マネジメント体制、課題・チャンス、環境負荷実績・削減目標等を開示し、
事業に関わるマテリアリティについては、背景や取り組み状況等を詳述しています

出所：東洋冷蔵株式会社「環境経営レポート2020」

 事業に関わる重大なマテリアリティをSDGｓに
紐づけて掲載

 マテリアリティ5項目について、その背景や自
社の認識、取り組み状況等を詳述

大企業 中小企業
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開示事例⑨プライムデリカ株式会社（日本、食品製造）

環境経営の体制や環境負荷実績・削減目標等を開示し、
SDGsに紐づけた取り組み内容一覧や現在の環境活動についても掲載しました

出所：プライムデリカ株式会社「 2019年度版エコアクション21環境経営レポート」

 環境経営体制や各役職の役割・責任・権限を記載  全社の環境経営目標を5分野について記載し、主
要項目については個別に詳述
 （廃棄物の削減、リサイクル、エネルギーの削減、
水の削減、環境・地域系活動）

大企業 中小企業
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開示事例⑨プライムデリカ株式会社（日本、食品製造）

環境経営の体制や環境負荷実績・削減目標等を開示し、
SDGsに紐づけた取り組み内容一覧や現在の環境活動についても掲載しました

出所：プライムデリカ株式会社「 2019年度版エコアクション21環境経営レポート」

 主な取り組み内容をSDGｓに紐づけて掲載
（例）「二酸化炭素の排出量削減」：電力の削減、
不良率の低減、低公害は・低燃費車の継続活用等

 既に実施している環境改善活動を紹介

大企業 中小企業
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食料・農林水産業の
気候関連リスク・機会に関する情報開示（実践編）

- 我が国の食品事業者向け気候関連情報開示に関する手引書（案） -


